
　

今
回
、パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）Ｒ
＆
Ｄ

本
部
で
採
用
し
た
シ
ス
テ
ム
（
以
下
、

「
本
シ
ス
テ
ム
」と
い
う
）の
概
要
を
表

①
に
示
す
。

　

発
電
機
部
分
は
Ｊ
Ｆ
Ｅ
エ
ン
ジ
ニ
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｜ 非常用発電機兼用ガスコージェネレーション設置事例 ｜ パナソニック株式会社　Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］ ｜

　

日
本
を
代
表
す
る
総
合
電
機
メ
ー

カ
ー
で
あ
る
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）は

全
社
の
方
針
と
し
て
、
省
エ
ネ
、

B
C
P
※
へ
の
取
り
組
み
を
行
っ
て

い
る
。R
&
D
本
部
で
は
パ
ナ
ソ
ニ
ッ

ク
グ
ル
ー
プ
の
中
長
期
の
社
会
課
題

を
見
据
え
た
研
究
開
発
や
新
規
事
業

の
創
出
に
取
り
組
ん
で
お
り
、そ
の
研

究
開
発
拠
点
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

は
、省
エ
ネ
・
省
C
O
2
・
省
コ
ス
ト
を

表① 本システムの設備概要

パナソニック（株） R&D本部［本社地区］事業所
大阪府守口市八雲中町3丁目1番1号住所
2013年8月9日完成日
（株）竹中工務店
ＪＦＥエンジニアリング APG1000（エンジン部：ワーケシャ）

工事業者（発注先）
メーカー 型番

都市ガス 13A（中圧B） 215N㎥/h
1,000kW （6,600V）
965kW（全量温水回収 88℃）

燃料
電気
熱

非常用・
重要負荷

常用

出力

総合効率 80.9%
発電効率 41.2%
設置寸法 29.7m×5.8m
重量 68.5t
NOx対策 希薄燃焼＋脱硝（尿素還元）

用途

消防・防災・セキュリティー（入退室、情報システム）・
サーバー室（空調含む）・給水等インフラ供給（水道・トイレ）

系統連系（全量自家消費）
（デマンド抑制、CO2排出量削減、光熱費削減）

ガスエンジン発電設備［CGSシステム外観］

パナソニック株式会社 Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］ 外観

パナソニック株式会社 Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］ 周辺図

は
じ
め
に

常
用
非
発
兼
用

コ
ー
ジ
ェ
ネ
設
備
の
概
要

非
発
兼
用
コ
ー
ジ
ェ
ネ

導
入
に
関
す
る
検
討
経
緯

ガスエンジン発電設備［R&D本部 本社地区］構内図

グラウンド
非発兼用
コジェネ設備

国道１号線

R&D本部

　

2
0
1
1
年
3
月
11
日
に
東
日
本

大
震
災
が
発
生
し
た
の
は
、Ｒ
＆
Ｄ
本

部
本
社
地
区
で
B
C
P
向
上
の
観
点

か
ら
非
常
用
発
電
機
の
導
入
を
検
討

し
て
い
た
と
き
で
あ
っ
た
。東
日
本
大

震
災
を
受
け
、非
常
時
の
信
頼
性
の
高

い
発
電
設
備
の
導
入
の
必
要
性
が
改

め
て
認
識
さ
れ
、震
災
時
の
状
況
を
踏

ま
え
た
非
常
用
発
電
機
の
導
入
を
検

討
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

具
体
的
に
は
、
非
常
用
発
電
機（
油

燃
料
）と
常
用
非
発
兼
用
の
都
市
ガ
ス

コ
ー
ジ
ェ
ネ
と
比
較
検
討
を
実
施
し

た
。ピ
ー
ク
電
力
の
抑
制（
省
コ
ス
ト
）

や
、廃
熱
利
用（
省
エ
ネ
）を
推
進
す
る

に
は
常
用
運
転
で
き
る
都
市
ガ
ス

コ
ー
ジ
ェ
ネ
が
望
ま
し
い
。ま
た
災
害

時
の
供
給
信
頼
性
に
つ
い
て
も
、震
災

の
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、液
体（
油
）燃

料
で
の
燃
料
補
給
に
困
難
が
予
想
さ

れ
る
一
方
、中
圧
B
に
よ
る
都
市
ガ
ス

な
ら
連
続
供
給
が
可
能
で
あ
る
（
阪

神
・
淡
路
大
震
災
時
も
中
圧
ガ
ス
管

ア
リ
ン
グ
A
P
G
1
0
0
0（
エ
ン
ジ

ン
部
：
ワ
ー
ケ
シ
ャ
）
で
あ
り
、
燃
料

は
都
市
ガ
ス
13
A
（
中
圧
B
）
で
ガ
ス

使
用
量
は
2
1
5
N
㎥
／
h
で
あ
る
。

出
力
は
、
電
気
：
1
,
0
0
0
k
W

（
6,
6
0
0
V
）、熱
：
9
6
5
k
W

（
全
量
温
水
回
収
88 
℃
）。効
率  

（
L
H
V
）は
、総
合
効
率
：
8
0.
9
%
、

発
電
効
率
：
4
1.
2
%
で
あ
る
。

図
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、B
C
P
対
応

の
一
層
の
強
化
が
不
可
欠
で
あ
っ
た
。

　

そ
こ
で
、か
ね
て
よ
り
非
常
用
発
電

機
の
導
入
を
検
討
し
て
い
た
が
、東
日

本
大
震
災
が
発
生
し
た
こ
と
を
契
機

に
、R
&
D
本
部
本
社
地
区
の
非
常
時

に
お
け
る
信
頼
性
の
高
い
電
力
供
給

に
つ
い
て
再
検
討
を
行
っ
た
。そ
の
結

果
、
震
災
時
の
状
況
を
踏
ま
え
、
災
害

時
の
供
給
信
頼
性
の
高
い
常
用
非
常

用
兼
用
の
都
市
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
シ

ス
テ
ム
を
2
0
1
3
年
8
月
に
導
入

し
た
。

　

今
回
は
、省
エ
ネ
・
省
C
O
2
・
省

コ
ス
ト
を
図
り
つ
つ
B
C
P
向
上
に

も
対
応
し
た
常
用
非
常
用
兼
用
の
都

市
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
シ
ス
テ
ム
に
つ

い
て
報
告
す
る
。

　

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）R
&
D
本
部

は「
ク
ロ
ス
バ
リ
ュ
ー
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
実
践
し
、
お
客
様
に『
よ
り
良
い

く
ら
し
』
を
ご
提
案
す
る
」
を
コ
ン
セ

プ
ト
に
、「
住
空
間（
住
宅
や
店
舗
、
オ

フ
ィ
ス
な
ど
の
活
動
空
間
）」「
自
動
車

関
連
」を
重
点
領
域
と
し
て
研
究
開
発

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

日
本
国
内
に
は
東
京
、
名
古
屋
、
大

阪
、
広
島
、
九
州
に
研
究
開
発
拠
点
が

あ
る
。Ｒ
＆
Ｄ
本
部
本
社
地
区
は
パ
ナ

ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ
の
中
核
と
な
る

拠
点
で
あ
る
た
め
、エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス

テ
ム
で
の
省
コ
ス
ト
性
・
省
エ
ネ
性

は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、B
C
P
対
応
の

強
化
が
同
時
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。

の
被
害
は
無
か
っ
た
）。加
え
て
、都
市

ガ
ス
配
管
の
耐
震
認
定
が
取
得
で
き

る
こ
と
が
決
め
手
と
な
り
、常
用
防
災

非
発
兼
用
の
都
市
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ

を
導
入
す
る
こ
と
に
決
定
し
た
。

ガレージガレージ

研究機能を維持継続（電源供給継続システム：BCP対応）：
通常時は都市ガスにより
ガスコージェネレーションとして稼働し、
非常時も都市ガスによる
非常用発電機として給電を行う。

パナソニック株式会社 Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］
（大阪府守口市）

非常用発電機兼用ガスコージェネレーション
（予備燃料不要のガス専燃認定）設置事例

本社本社

パナソニック株式会社
R&D本部
［本社地区］

国道
１号
線

至大阪
淀屋橋

守口
市

守口
市

西三荘西三荘
京阪
電車

京阪
電車

国道163号線

大阪電気通信
大学高等学校
大阪電気通信
大学高等学校

地下鉄谷町線
守口

大日
交差点
大日
交差点

八島交差点八島交差点

地下鉄谷町線
大日 大

日

大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル

中
央
環
状
線
・
近
畿
自
動
車
道

N

門真市

至京都
出町柳

松心会館

門真
消防署

門真
市役所

門
真
市

門
真
市

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）

A
V
C
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
社

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）

A
V
C
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
社

モノづくり
本部
モノづくり
本部

パナソニック（株）
AVCネットワークス社
パナソニック（株）
AVCネットワークス社

AIS社AIS社

桜広場桜広場 歴史館歴史館

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）

A
I
S
社 R&D本部

［西門真地区］
R&D本部

［西門真地区］

パナソニック（株）
エコソリューションズ社
パナソニック（株）

エコソリューションズ社

至伊丹空港

※BCP ：Business Continuity Plan　事業継続計画
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は
、Ｂ
Ｃ
Ｐ
対
応
の
向
上
と
同
時
に

省
エ
ネ
・
省
C
O
2
・
省
コ
ス
ト
達

成
す
る
た
め
に
、以
下
の
よ
う
な
留
意

を
払
っ
て
い
る
。

　

ま
ず
設
置
場
所
は
、河
川
氾
濫
時
の

浸
水
防
止
の
た
め
6
0
0
㎜
の
コ
ン

ク
リ
ー
ト
基
礎
上
と
す
る
と
と
も
に
、

　

今
回
の
常
用
非
常
用
兼
用
の
都
市

ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
導
入
に
際
し
て

リ
ー
ン
ル
ー
ム
空
調
機
に
温
水
を
導

き
、除
湿
で
目
標
温
度
よ
り
下
が
り
す

ぎ
た
空
気
を
再
熱
す
る
際
の
熱
源
に

利
用
す
る
こ
と
で
、
重
油
換
算
で

夏
季
1
2
0
㎘
の
省
エ
ネ
が
図
れ
る

見
込
み
で
あ
る
。

　

一
方
、冬
季
は
熱
需
要
主
体
で
廃
熱

利
用
可
能
な
時
間（
18 

h
／
日
）帯
の

み
の
運
転
と
し
、重
油
換
算
で
80
㎘
を

削
減
可
能
な
見
込
み
で
あ
る
。

　

中
間
期
は
運
転
を
停
止
し
、年
間
の

　

夏
季
は
昼
間
の
ピ
ー
ク
カ
ッ
ト
運

転
と
し
、構
内
の
電
力
デ
マ
ン
ド
が
一

定
値
を
超
過
し
な
い
よ
う
に
発
停
さ

せ
て
い
る
。省
エ
ネ
性
は
、将
来
、ク

｜ 非常用発電機兼用ガスコージェネレーション設置事例 ｜ パナソニック株式会社　Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］ ｜ ｜ 非常用発電機兼用ガスコージェネレーション設置事例 ｜ パナソニック株式会社　Ｒ＆Ｄ本部［本社地区］ ｜

Ｂ
Ｃ
Ｐ
向
上
と
省
エ
ネ
・

省
C
O
2
・
省
コ
ス
ト
へ
の

留
意
点

運
転
方
法
と
導
入
効
果（
想
定
）

　

ま
た
、都
市
ガ
ス
の
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ

ネ
を
導
入
し
た
最
大
の
ポ
イ
ン
ト
で

あ
る
ガ
ス
管
の「
耐
震
認
定
」の
取
得

は
、エ
ネ
ル
ギ
ー
の
信
頼
性
向
上
を
実

現
し
よ
う
と
す
る
関
係
者
の
皆
様
の

ご
努
力
を
ひ
し
ひ
し
と
感
じ
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　

R
&
D
本
部
本
社
地
区
の
拠
点
は
、

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）の「
創
業
の
森
」

の
す
ぐ
横
に
あ
り
、
こ
れ
ま
で
培
っ

て
き
た
歴
史
と
こ
れ
か
ら
の
未
来
の

可
能
性
の
両
面
で
象
徴
的
な
拠
点
で

あ
る
と
拝
見
い
た
し
ま
し
た
。

　

ご
多
忙
に
も
か
か
わ
ら
ず
、長
時
間

に
わ
た
り
設
備
機
器
の
ご
説
明
や
ご

案
内
を
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
、パ
ナ

ソ
ニ
ッ
ク（
株
）R
&
D
本
部
の
総
務

総
括
担
当
中
村
参
事
や
R
&
D
戦
略

室
の
飯
田
氏
、他
ス
タ
ッ
フ
の
皆
さ
ま

に
心
よ
り
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

今
回
の
シ
ス
テ
ム
は
東
日
本
大
震

災
の
状
況
を
踏
ま
え
て
の
設
計
と
の

こ
と
。随
所
に
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク（
株
）

R
&
D
本
部
の
工
夫
・
思
い
が
感
じ

ら
れ
、大
変
参
考
に
な
る
シ
ス
テ
ム
で

し
た
。

最
後
に

本システム導入に際しての留意点
災害時の水（市水）補給が不安 → 冷却塔は空冷タイプを採用給水
発電効率の高いガスエンジンを採用
熱需要が少ないためガスタービンは見送り

廃熱仕様はALL温水回収仕様
蒸気を取り出す場合は配管工事が必要であり、水管理等も煩雑なため

原動機

廃熱回収

一般暖房
［現在は、蒸気ボイラーから熱交換器を介して温水（熱交換器）を発生させて利用］
将来は、クリーンルーム空調機にも利用

利用先

耐震認定導管

蒸 気

温水

★は将来、クリーンルーム空調機に温水を導き、再熱に利用した場合の値 給排気ファン・スプリンクラーポンプ・
消火栓ポンプ・エレベーター・サーバー・
給水等インフラ供給

冷 房

冷 房

系統電力
（22,000V）

デマンド
約4,000kW

暖房（温水式）

暖房・再熱負荷（蒸気式）

再熱負荷（温水式）

予
定

中圧ガス導管 全量温水回収（88℃）

蒸気ボイラ

熱交換器

蒸気吸収冷凍機

非常用・重要負荷

常用負荷

ターボ冷凍機

システムフロー図

ガスエンジ CGS
1,000kW（1,250kVA）

本システムの導入効果
系統連系（全量自家消費、デマンド抑制）電気
現在、用途なし熱
契約デマンドを超過しないよう、発停する
（100h程度運転予定）運用

10t-CO2増加（★150t-CO2削減）
10㎘増加（★120㎘削減）

CO2排出量
重油換算量

契約電力抑制により削減
非常用として待機
系統連系（全量自家消費）

灯熱費

電気

熱

運用
CO2排出量
重油換算量
光熱費
CO2排出量
重油換算量

冬季

夏季

中間期

一般暖房用に利用（平日）
蓄熱層を活用して夜間も運転（平日18h/日運転）
将来、クリーンルーム空調機に温水を導き、
給気加熱に利用予定

廃熱利用可能時間帯のみ運転
100t-CO2削減
80㎘削減
廃熱利用により総エネルギーコスト削減
90t-CO2削減（★250t-CO2削減）
70㎘削減（★200㎘削減）

通年

給
水
で
は
災
害
時
の
水（
市
水
）補
給

が
途
絶
す
る
事
態
も
想
定
で
き
る
た

め
、冷
却
塔
に
は
空
冷
タ
イ
プ
を
採
用

し
、市
水
の
補
給
が
途
絶
え
て
も
運
転

可
能
な
も
の
と
し
た
。

　

ま
た
、原
動
機
は
発
電
効
率
の
高
い

ガ
ス
エ
ン
ジ
ン
を
採
用
し
た
。こ
れ

は
R
&
D
本
部
本
社
地
区
で
の
熱

需
要
は
多
く
な
い
た
め
、ガ
ス
タ
ー
ビ

ン
を
使
用
し
た
の
で
は
排
熱
が
利
用

し
き
れ
ず
、発
電
を
重
視
し
た
た
め
で

あ
る
。

　

次
に
、G
E
の
排
熱
回
収
方
式
は
、

A
L
L
温
水
方
式
と
し
た
。蒸
気
＋
温

水
方
式
も
検
討
し
た
が
、蒸
気
量
が
少

量
な
わ
り
に
、コ
ー
ジ
ェ
ネ
装
置
が
設

置
可
能
な
場
所
と
蒸
気
ヘ
ッ
ダ
ー
が

離
れ
て
い
る
関
係
上
、蒸
気
配
管
工
事

量
が
多
く
、
又
、
水
処
理
に
手
間
が
か

か
る
こ
と
を
懸
念
さ
れ
た
た
め
で
あ

る
。熱
の
利
用
先
で
は
、一
般
暖
房
と

と
も
に
、
将
来
、
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
空

調
機
に
も
利
用
す
る
こ
と
で
熱
の
有

効
利
用
を
図
る
計
画
で
あ
る
。

　

ま
た
、N
O
x
対
策
は
希
薄
燃
焼

＋
脱
硝（
尿
素
還
元
）と
し
、
濃
度
は

1
0
0
P
P
M
以
下
と
な
っ
て
い
る
。

　

コ
ー
ジ
ェ
ネ
電
力
の
用
途
は
、常
時

は
系
統
連
系
を
し
て
お
り
全
量
が
自

家
消
費
で
、
デ
マ
ン
ド
抑
制
・
C
O
2

排
出
量
削
減
・
光
熱
費
削
減
に
寄
与

し
て
い
る
。一
方
、非
常
時
は
、①
消
防
、

②
防
災（
＝
火
災
報
知
器
、誘
導
灯
）、

③
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー（
＝
入
退
室
カ
ー

ド
・
ド
ア
開
閉
、情
報
シ
ス
テ
ム
へ
の

給
電
）、④
サ
ー
バ
ー
室
へ
の
給
電（
空

調
含
む
）、⑤
給
水
等
イ
ン
フ
ラ
供
給

（
水
道
・
ト
イ
レ
）へ
の
給
電
な
ど
、非

常
時
の
必
要
機
能
を
確
保
す
る
た
め

に
使
用
さ
れ
る
。

　

常
用
で
使
用
し
て
い
る
と
き
に
電

力
会
社
の
系
統
が
停
電
と
な
る
場
合

は
、非
常
用
・
保
安
用
の
負
荷
を
生
き

残
り
さ
せ
る
と
と
も
に
、そ
の
他
の
電

力
負
荷
は
切
り
離
す
設
定
と
な
っ
て

い
る
。一
方
、
中
間
期
な
ど
熱
負
荷
が

少
な
い
時
は
、待
機
状
態
で
非
常
時
に

備
え
て
い
る
。

運
転
時
間
は
2,
5
0
0
h
の
予
定

で
あ
る
。

（
取
材
：
持
田  

正
）




